
証券コード　6901

平成27年６月９日

株 主 各 位
群 馬 県 太 田 市 新 田 早 川 町 ３ 番 地

澤藤電機株式会社
代表取締役社長 上　田　英　樹

第119回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第119回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月24日（水曜日）
午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成27年６月25日（木曜日）午前10時

２．場 所 群馬県太田市新田早川町３番地
当社本店会議室

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第119期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
 事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役
 会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第119期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
 計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役14名選任の件

第３号議案 監査役４名選任の件

第４号議案 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

第５号議案 役員賞与支給の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
願います。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願
い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正
が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://
www.sawafuji.co.jp）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における当社グループを取り巻く経済環境は、海外では米

国経済においては緩やかな回復基調が続き、欧州でも持ち直しの動きが続き

ましたが、新興国経済は総じて足踏み状態、中国では経済成長ペースの鈍化

が続くなど、依然として先行き不透明な状況が続きました。一方国内経済

は、円安による原材料価格の上昇や消費増税による影響はみられたものの、

企業部門に改善が見られるなど、総じて緩やかな回復が続きました。このよ

うな経済環境の下、当社グループは、各事業の収益性向上、業務の効率化、

生産性向上、原価低減に取り組み、冷蔵庫事業において販売がやや低迷した

ものの、電装品・発電機・その他の事業においては堅調に販売を伸ばしまし

た。

　その結果、売上高は前連結会計年度と比べ14億66百万円増（5.2％増）の

297億46百万円となりました。

　次に事業別の業績につきましてご報告申しあげます。

［電装品事業］

　電装品事業とは、ディーゼルトラック・バス用スタータ、オルタネータ、

ＥＣＵ等の開発、製造、販売を主とする事業で、タイ、インドネシア、中

国など海外向けが低迷したものの、国内向けが堅調に推移し増収となりま

した。その結果、電装品事業の売上高は前連結会計年度と比べ７億40百万

円増（6.0％増）の131億66百万円となりました。

［発電機事業]

　発電機事業とは、可搬式発動発電機及び同製品用の発電体の開発、製造、

販売を主とする事業で、受託生産している発電機の北米一般市場向けが在

庫調整で販売低迷したものの自社ブランド発電機「ＥＬＥＭＡＸ」が円安

の追い風もあり中東向けを中心に販売を伸ばしたことに加え、10月から市

場投入を開始した自社ブランド新型発電機「ＥＬＥＭＡＸ」バリューシリ

ーズの販売増があり増収となりました。その結果、発電機事業の売上高は

前連結会計年度と比べ７億38百万円増（8.1％増）の98億63百万円となりま

した。
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［冷蔵庫事業］

　冷蔵庫事業とは、各種車両用・船舶用電気冷蔵庫の開発、製造、販売を

主とする事業で、オーストラリア、南アフリカ向け販売が前年をやや下回

り減収となりました。その結果、冷蔵庫事業の売上高は前連結会計年度に

比べ57百万円減（0.9％減）の61億19百万円となりました。

［その他の事業］

　その他の事業とは、情報処理関連事業、運送事業、他を含む事業で、情

報処理関連事業が好調に推移したことにより増収となりました。その結果、

その他の事業の売上高は前連結会計年度に比べ44百万円増（8.0％増）の５

億96百万円となりました。

　なお、事業別の売上高をまとめてご報告いたしますと、次のとおりとな

ります。

事 業 別

当　　　期
平成27年３月期

前　　　期
平成26年３月期

前 期 対 比

売 上 高 比 率 売 上 高 比 率 増 減 額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
電 装 品 13,166 44.3 12,426 43.9 740 6.0

発 電 機 9,863 33.1 9,124 32.3 738 8.1

冷 蔵 庫 6,119 20.6 6,176 21.8 △57 △0.9

そ の 他 596 2.0 552 2.0 44 8.0

合 計 29,746 100.0 28,280 100.0 1,466 5.2

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　利益面では、10月に立ち上げた新型発電機の生産準備経費増や販売経費増

があったものの電装品・発電機の販売増に加え原価低減、業務効率化を推進

した結果、営業利益は３億29百万円と前連結会計年度と比べ１億９百万円増

益となり、経常利益は４億32百万円と前連結会計年度と比べ１億４百万円増

益となりました。また、当期純利益は、国内立地補助金などによる特別利益

があったものの、子会社MARKON SAWAFUJI LTD.の清算損、固定資産処分損な

どにより、１億52百万円と前連結会計年度と比べ68百万円の減益となりまし

た。

②　設備投資の状況

　当連結会計年度中の当社グループの設備投資につきましては、新田工場

の合理化・維持更新による設備投資、新製品の設備対応、開発試験評価用

設備を中心に総額２億61百万円実施いたしました。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度において、特記すべき資金調達は行っておりません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
平成24年３月期

第116期
平成25年３月期

第117期
平成26年３月期

第118期

平成27年３月期
第119期

(当連結会計年度)

百万円 百万円 百万円 百万円

売 上 高 29,200 29,179 28,280 29,746

百万円 百万円 百万円 百万円

営 業 利 益 837 403 220 329

百万円 百万円 百万円 百万円

経 常 利 益 944 684 328 432

百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 純 利 益 1,040 1,468 220 152

円 円 円 円

１株当たり当期純利益 48.20 68.05 10.21 7.04

百万円 百万円 百万円 百万円

純 資 産 5,720 7,691 7,688 8,350

円 円 円 円

１ 株 当 た り 純 資 産 259.25 345.83 344.81 383.43

百万円 百万円 百万円 百万円

総 資 産 17,307 18,871 19,985 20,270

(3) 重要な子会社の状況

名 称 資 本 金
当 社 の
議 決 権 比 率

主要な事業内容

株 式 会 社 エ ス ･ エ ス ･ デ ー 11百万円 100％ 情報処理関連事業

株 式 会 社 エ ス ･ テ ー ･ エ ス 11百万円 100％ 運送事業

エ ン ゲ ル ・ デ ィ ス ト リ
ビ ュ ー シ ョ ン P t y . L t d .

43百万円 100％ 冷蔵庫販売事業

サ ワ フ ジ  エ レ ク ト リ ッ ク
タ イ ラ ン ド C O . , L T D .

370百万円 74.00％
電装品、発電機用
発電体製造・販売
事業

(注)　マーコン サワフジ Ltd.は、平成26年７月22日に清算結了しております。
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(4) 対処すべき課題

　今後の当社グループを取り巻く経営環境は、米国、欧州、日本は緩やかな

景気回復の継続が期待されますが、中国及び新興国経済の動向等、不透明な

要因もあります。

　当社グループは、このような経済環境の中、グローバル化を進める企業と

しての体制を確立し、澤藤グループ全体の成長に向けた以下の施策を実行し

てまいります。

 ① 技術力強化

・ 新規事業への本格参入

　 　進展する商用車のＥＶ・ＨＶへの対応

・ お客様の声を反映した商品開発

 ② 新田工場の構造改革

・ 世界との競争の中で生き残れる工場への再構築

 ③ 販売体制の強化

・ サービスや補給部品の供給等を通じたお客様価値向上

 ④ 人材育成

・ ヒトづくりの確実なステップアップ

 ⑤ ＴＱＭ活動の本格的導入による「お客様第一」の再徹底

　また、当社グループは、企業価値を高め、株主重視・顧客満足・社会貢献

の経営理念を実現するため、環境保全、製品の安全、コンプライアンス、安

全・防災活動を含むリスク管理の徹底、内部統制体制の充実、企業倫理の向

上、優秀な人材の確保と教育強化、社会貢献活動及び適時適切な情報開示等

に努めます。

　株主の皆様におかれましては、引き続き一層のご支援、ご鞭撻を賜ります

ようお願い申しあげます。
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(5) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

　当社グループは、電装品・発電機・冷蔵庫の製造、販売を主な事業として

おりますが、各事業の内容は以下のとおりであります。

事 業 区 分 主 要 製 品 ・ 事 業 内 容

電 装 品 ディーゼルトラック・バス用電装品（スタータ、オルタネ

ータ、ＥＣＵ）、汎用・舶用電装品、油圧機器用小型ＤＣ

モータ、その他各種電子製品

発 電 機 可搬式発動発電機、可搬式発動発電機用発電体

冷 蔵 庫 各種車両用・船舶用電気冷蔵庫

そ の 他 情報処理関連事業、運送事業他

(6) 主要な営業所及び工場（平成27年３月31日現在）

①　当社の主要な事業所

本 社 群馬県太田市

工 場 新田工場（本社と同じ）

②　子会社

株式会社エス･エス･デー 群馬県太田市

株式会社エス･テー･エス 群馬県太田市

エンゲル・ディストリビュ

ーションＰｔｙ.Ｌｔｄ.

オーストラリア　パース市

サワフジ エレクトリック

タイランドCO.,LTD.

タイ　ノンタブリー県

(7) 使用人の状況（平成27年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

920（145）名 △１（△22）名

（注）　使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載して

おります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

734(129）名 △12(△６）名 42.3歳 19.4年

（注）　使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載して

おります。
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(8) 主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 210百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 80

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 80

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 70

株 式 会 社 群 馬 銀 行 50

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 20

２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成27年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 80,000,000株
②　発行済株式の総数 21,610,000株（自己株式31,000株を含む）
③　株主数 2,951名

④　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 野 自 動 車 株 式 会 社 6,535千株 30.28％

株 式 会 社 デ ン ソ ー 2,000 9.27

本 田 技 研 工 業 株 式 会 社 1,300 6.02

澤 藤 電 機 従 業 員 持 株 会 652 3.02

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 600 2.78

株 式 会 社 り そ な 銀 行 500 2.32

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 400 1.85

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 300 1.39

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 200 0.93

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会 社 （ 信 託 口 ）

183 0.85

（注）　持株比率は自己株式（31,000株）を控除して計算しております。
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(2) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 上 田 英 樹 経営全般

専 務 取 締 役 山 谷 光 正 管理・開発・生管機能担当

常 務 取 締 役 小 原 賢 二 営業・調達機能担当

常 務 取 締 役 田 中 幸 二
開発管理部・先行開発部・電装開発部
・冷蔵庫開発部担当

常 務 取 締 役 瀬　尾　信一郎
ＣＳＲ・生産機能担当、工場長、経営企画部
・国内営業室・国内部品・サービス室担当

常 務 取 締 役 中 川 幸 宏
品質・生産技術機能担当、ＴＱＭ推進部
・発電機開発部担当

取 締 役 遠 藤 　 真 日野自動車株式会社 専務役員

取 締 役 鈴 木 敏 也 日野自動車株式会社 専務役員

取 締 役 渡　部　尚由紀 総務人事部担当、総務人事部長

取 締 役 曽 根 　 健
先行開発部・電装開発部・冷蔵庫開発部担当、
先行開発部長

常 勤 監 査 役 藤 尾 　 清

監 査 役 梶 川 　 宏 日野自動車株式会社 取締役・専務役員

監 査 役 安　達　美智雄 株式会社デンソー 取締役・専務役員

監 査 役 久米原　宏　之
一般財団法人地域産学官連携ものづくり研究機構
リサーチフェロー

監 査 役 登 坂 孝 之

（注）１．取締役遠藤 真氏、鈴木 敏也氏は、社外取締役であります。

２．監査役梶川 宏氏、安達 美智雄氏及び久米原 宏之氏は、社外監査役であります。なお

当社は、監査役久米原 宏之氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。

３．監査役梶川 宏氏は、日野自動車株式会社の経理担当の役員をしており、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有するものであります。
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②　事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏 名 退 任 日 退 任 事 由 退 任 時 の 地 位

和 具 健 治 平成2 6年６月2 6日 任 期 満 了 社 外 取 締 役

③　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 11名 145百万円

監 査 役 ５名 15百万円

合 計 16名 160百万円

（ う ち 社 外 役 員 ） （６名）  （ １百万円 ）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成２年６月28日開催の第94回定時株主総会において月額18

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第98回定時株主総会において月額３

百万円以内と決議いただいております。

４．支給額には、以下のものも含まれております。

・平成27年6月25日開催の第119回定時株主総会において付議いたします役員賞与20百万

円（取締役18百万円、監査役２百万円）

・当事業年度に係る役員退職慰労引当金として費用計上した26百万円（取締役24百万円、

監査役２百万円）

④　社外役員に関する事項

ア．取締役　遠藤　真

ａ．重要な兼職先と当社との関係

日野自動車株式会社は当社の持株比率30.28％の株式を保有しており、

当社は同社との間に製品販売等の取引関係があります。

ｂ. 当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催した取締役会12回のうち９回に出席し、取締役会

の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行ってお

ります。
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ｃ. 責任限定契約の内容の概要

当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度
額としております。

イ．取締役　鈴木　敏也

ａ．重要な兼職先と当社との関係

日野自動車株式会社は当社の持株比率30.28％の株式を保有しており、

当社は同社との間に製品販売等の取引関係があります。

ｂ. 当事業年度における主な活動状況

平成26年６月26日就任以降に開催した取締役会９回のうち７回に出席

し、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提

言を行っております。

ｃ. 責任限定契約の内容の概要

当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度
額としております。

ウ．監査役　梶川　宏

ａ．重要な兼職先と当社との関係

日野自動車株式会社は当社の持株比率30.28％の株式を保有しており、

当社は同社との間に製品販売等の取引関係があります。

ｂ. 当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催した取締役会12回のうち７回に出席、監査役会13
回のうち８回に出席し、経営者としての経験と見識に基づき、発言を
行っております。

ｃ. 責任限定契約の内容の概要

当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度
額としております。

エ．監査役　安達　美智雄

ａ．重要な兼職先と当社との関係

株式会社デンソーは当社の持株比率9.27％の株式を保有しており、当

社は同社との間に製品販売等の取引関係があります。

ｂ. 当事業年度における主な活動状況

当事業年度中に開催した取締役会12回のうち６回に出席、監査役会13

回のうち７回に出席し、経営者としての経験と見識に基づき、発言を

行っております。

ｃ. 責任限定契約の内容の概要

当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度
額としております。
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オ．監査役　久米原　宏之

  ａ．重要な兼職先と当社との関係

　  当社と一般財団法人地域産学官連携ものづくり研究機構との間には特
別の関係はございません。

　ｂ．当事業年度における主な活動状況

　　当事業年度中に開催した取締役会12回のうち11回に出席、監査役会13回
のうち12回に出席し、専門家としての経験と見識に基づき、発言を行
っております。

ｃ. 責任限定契約の内容の概要

当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度
額としております。

(3) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称

あらた監査法人

②　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

報 酬 額

ア．当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の業務についての

報酬等の額
38百万円

イ．当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の

合計額
38百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額
と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、かつ、実質的に
も区分できないことから、上記ア.の金額には、これらの合計金額を記載しておりま
す。

 ２．当社の子会社のうち、エンゲル・ディストリビューションＰｔｙ.Ｌｔｄ.については
PricewaterhouseCoopers(Australia)、サワフジ エレクトリック タイランドCO.,LTD.
についてはPricewaterhouseCoopers(Thailand)の監査を受けております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。

－ 11 －



(4) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

 ア.新任役員研修等の場において、取締役が法令及び定款に則って行動する

よう徹底します。

イ.業務執行にあたっては、取締役会及び組織横断的な各種会議体で、総合

的に検討したうえで意思決定を行います。また、これらの会議体への付

議事項を定めた規程に基づき、適切に付議します。

ウ.企業倫理、コンプライアンス及びリスク管理に関する重要課題と対応に

ついて内部統制委員会等で適切に審議します。また、組織横断的な各種

会議体で各機能におけるリスクの把握及び対応の方針と体制について審

議し、決定します。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報は、関係規程ならびに法令に基づき、各

担当部署に適切に保存及び管理させます。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

 ア.予算制度等により資金を適切に管理するとともに、稟議制度等により所

定の権限及び責任に基づいて業務及び予算の執行を行います。重要案件

については、取締役会や各種会議体への付議基準を定めた規程に基づき、

適切に付議します。

イ.資金の流れや管理の体制を文書化する等、適正な財務報告の確保に取り

組むほか、適時適正な情報開示を確保します。

　ウ.安全、品質、環境等のリスクならびにコンプライアンスについて、各担

当部署が、必要に応じ、規則を制定し、あるいはマニュアルを作成し配

布すること等により、管理します。

　エ.災害等の発生に備えて、マニュアルの整備や訓練を行うほか、必要に応

じて、リスク分散措置及び保険付保等を行います。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

 ア.中長期の経営方針及び年度毎の会社方針を基に、組織の各段階で方針を

具体化し、一貫した方針管理を行います。

 イ.取締役の職務の執行に必要な組織及び組織の管理、職務権限について

は、社内規程に従って定め、業務の組織的かつ能動的な運営を図ります。

 ウ.随時、外部の有識者をはじめとした様々なステークホルダーの意見を聞

く機会を設け、経営や企業行動のあり方に反映させます。

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

 ア.各組織の業務分掌を明確化するとともに、継続的な改善を図る土壌を維

持します。

 イ.法令遵守及びリスク管理の仕組みを不断に見直し、実効性を確保しま

す。そのため、各部署が点検し、内部統制委員会等に報告する等の確認

を実施します。

 ウ.コンプライアンスに関わる問題及び疑問点に関しては、企業倫理ヘルプ

ライン等を通じて、法令遵守ならびに企業倫理に関する情報の早期把握

及び解決を図ります。

⑥　株式会社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務

の適正を確保するための体制

 　 ア.グループ共通の行動憲章として、経営理念、社是及び企業倫理綱領を子

会社に展開し、グループの健全な内部統制環境の醸成を図ります。人的

交流を通じて経営理念、社是及び企業倫理綱領の浸透も図ります。

イ.子会社の財務及び経営を管理する部署と事業活動を管理する部署の役

割を明確化し、子会社の多面的な管理を図ります。これらの部署は、子

会社との定期及び随時の情報交換を通じて子会社の業務の適正性と適法

性を確認します。

⑦　監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項

    監査役の職務を補助するために、事務補助員を置きます。

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　監査役の職務補助のための事務補助員の人事については、事前に監査役

会または監査役会の定める常勤監査役の同意を得ます。
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⑨　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制

  ア.取締役は、主な業務執行について担当部署を通じて適宜適切に監査役

に報告するほか、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見し

たときは直ちに監査役に報告します。

  イ.取締役及び使用人は、監査役の求めに応じ、定期的に、また随時監査

役に事業の報告をします。

⑩  その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

    主要な役員会議体には監査役の出席を得るとともに、監査役による重要

書類の閲覧、会計監査人との定期的及び随時の情報交換の機会、必要に

応じた外部人材の直接任用等を確保します。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成27年３月31日現在）

科　　目 金　額 科　　目 金　額

（ 資  産  の  部 ） 百万円 （ 負  債  の  部 ） 百万円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

12,171

826

5,770

2,259

2,337

227

369

396

△16

8,098

3,553

843

1,415

1,011

283

112

4,432

4,346

33

52

△0

流 動 負 債 8,772

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 5,521

短 期 借 入 金 1,098

未 払 法 人 税 等 177

賞 与 引 当 金 371

役 員 賞 与 引 当 金 20

製 品 保 証 引 当 金 299

そ の 他 1,283

固 定 負 債 3,148

長 期 借 入 金 282

繰 延 税 金 負 債 481

退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,115

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 138

資 産 除 去 債 務 129

負 債 合 計 11,920

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 5,340

資 本 金 1,080

資 本 剰 余 金 117

利 益 剰 余 金 4,150

自 己 株 式 △8

その他の包括利益累計額 2,933

その他有価証券評価差額金 2,668

為 替 換 算 調 整 勘 定 222

退職給付に係る調整累計額 42

少 数 株 主 持 分 75

純 資 産 合 計 8,350

資 産 合 計 20,270 負 債 ・ 純 資 産 合 計 20,270

 （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

科 目 金 額

百万円 百万円

売 上 高 29,746

売 上 原 価 26,794

売 上 総 利 益 2,951

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,621

営 業 利 益 329

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 98

そ の 他 80 179

営 業 外 費 用

支 払 利 息 23

そ の 他 53 77

経 常 利 益 432

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 8

補 助 金 収 入 102 111

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 56

災 害 に よ る 損 失 30

子 会 社 清 算 損 76 163

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 380

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 201

法 人 税 等 調 整 額 55 257

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 122

少 数 株 主 損 失 △29

当 期 純 利 益 152

 （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成2 6年 4月 1日　残高 1,080 117 4,063 △7 5,253

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

－ －

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

1,080 117 4,063 △7 5,253

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △64 △64

当 期 純 利 益 152 152

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 87 △0 86

平成27年3月31日　残高 1,080 117 4,150 △8 5,340

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
少 数 株 主
持 分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

平成2 6年 4月 1日　残高 2,320 161 △294 2,187 247 7,688

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

－

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

2,320 161 △294 2,187 247 7,688

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △64

当 期 純 利 益 152

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

347 61 337 746 △171 574

連結会計年度中の変動額合計 347 61 337 746 △171 661

平成27年3月31日　残高 2,668 222 42 2,933 75 8,350

 （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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連結注記表

【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項】

１．連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　　　４社

・主要な連結子会社の名称　　　　　　株式会社エス・エス・デー

株式会社エス・テー・エス

エンゲル・ディストリビューションPty.Ltd.

サワフジ エレクトリック タイランドCO.,LTD.

　前連結会計年度まで、連結子会社であったマーコン サワフジLtd.は平成26年７月22日付

で、清算結了したことにより連結の範囲から除外しております。

　なお、当連結会計年度中に清算結了しているため、当連結会計年度においては、清算結了

時までの損益計算書のみ連結しております。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちエンゲル・ディストリビューションPty．Ltd.、及びサワフジ エレクト

リック タイランドCO.,LTD.の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっ

ては、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。但し、連結決算期末までに

発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

３．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　　 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　　 移動平均法に基づく原価法

②たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品及び製品・仕掛品・

原材料

先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　　 最終仕入原価法に基づく原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法を、海外連結子会社は定額法を採用しております。

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、定

額法を採用しております。

②無形固定資産

定額法を採用しております。

但し、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込み利用可能期間（５年）

による定額法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒に備え、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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②賞与引当金

従業員の賞与支給に備え、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。

③役員賞与引当金

役員の賞与支給に備え、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

④製品保証引当金

製品販売後の無償サービス費用の支出に備え、補修費の実績率等に基づいて算出した当

連結会計年度の負担額及び特定の製品に対する個別に算出した当連結会計年度の発生見込

額を計上しております。

⑤役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上し

ております。

（４）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たし

ている場合には振当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　為替予約

ヘッジ対象　　外貨建売上債権

③ヘッジ方針

外貨建取引に係る為替変動リスクを回避する目的で、外貨建売上債権について為替予約

取引を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計額を比較し、両者の変動額を基礎にして評価しております。

（５）退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債の計上については、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上してお

ります。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（主として15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

（６）その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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【会計方針の変更に関する注記】

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基

準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度

より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、並びに割引率の決定方法を割引率決定の基礎

となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方

法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割

引率を使用する方法へ変更いたしました。

　これに伴う当連結会計年度の期首の利益剰余金及び当連結会計年度の営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益への影響はありません。

　また、１株当たり情報に与える影響もありません。

【連結貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産の減価償却累計額 15,010百万円

２．有形固定資産の国庫補助金による圧縮記帳額 57百万円

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 21,610千株 －千株 －千株 21,610千株

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 29,592株 1,408株 －株 31,000株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

３．剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当原資
１株あたり
配当額

基準日 効力発生日

平成26年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 64百万円 利益剰余金 3円 平成26年３月31日 平成26年６月27日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当金の総額 配当原資
１株あたり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年６月25日
定 時 株 主 総 会

普通株式 64百万円 利益剰余金 3円 平成27年３月31日 平成27年６月26日
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【金融商品に関する注記】

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入に

より資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を行ってお

ります。また、一部の外貨建売上債権については為替予約を行うことで為替変動リスクを軽減

しております。デリバティブは内部管理規定に従い、実需の範囲内で行うこととしております。

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行ってお

ります。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、長期借入金につ

いては固定金利を採用し、支払利息の固定化を実施しております。

 ２．金融商品の時価等に関する事項

　 平成27年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

　次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれ

　ておりません。詳細につきましては、「（注2）」をご参照下さい。

連結貸借対照表計上額
（ * ）

時価（ * ） 差 額

（1）現金及び預金 826百万円 826百万円 －百万円

（2）受取手形及び売掛金 5,770 5,770 －

（3）投資有価証券

　　　　その他有価証券 4,342 4,342 －

（4）支払手形及び買掛金 (5,521) (5,521) －

（5）短期借入金 (1,098) (1,098) －

（6）未払法人税等 (177) (177) －

（7）デリバティブ取引 － － －

   ( * ) 負債に計上されているものについては、（   ）で示しております。

　（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

　　　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

　　　　 帳簿価額によっております。

　　（3）投資有価証券

　　　　 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　　（4）支払手形及び買掛金、（5）短期借入金、（6）未払法人税等

　　　　 これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

　　　　 価額によっております。

－ 21 －



　　（7）デリバティブ取引

　　　　 為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として

　　　　 処理されているため、その時価は、当該売掛金の時価に含めて記載しております

　　　　（上記（2）参照）。

　（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額3百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キ

　　　ャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難

　　　と認められるため、「（3）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

【１株当たり情報に関する注記】

（１）１株当たり純資産額 383円43銭

（２）１株当たり当期純利益 7円04銭

【重要な後発事象に関する注記】

該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成27年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） 百万円 （ 負  債  の  部 ） 百万円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他 無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

10,649

318

66

6,758

840

1,941

204

3

306

227

△17

7,615

2,775

748

55

747

3

197

1,011

11

95

89

5

4,743

4,186

462

43

3

46

△0

流 動 負 債 7,710

支 払 手 形 281

買 掛 金 5,113

短 期 借 入 金 510

１年以内返済予定長期借入金 0

未 払 金 300

未 払 費 用 254

未 払 法 人 税 等 167

未 払 消 費 税 等 42

前 受 金 0

預 り 金 100

賞 与 引 当 金 370

役 員 賞 与 引 当 金 20

製 品 保 証 引 当 金 193

設 備 関 係 支 払 手 形 353

固 定 負 債 2,923

長 期 借 入 金 1

繰 延 税 金 負 債 487

退 職 給 付 引 当 金 2,165

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 138

資 産 除 去 債 務 129

負 債 合 計 10,634

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 4,962

資 本 金 1,080

資 本 剰 余 金 117

資 本 準 備 金 117

利 益 剰 余 金 3,772

利 益 準 備 金 171

そ の 他 利 益 剰 余 金 3,601

別 途 積 立 金 800

繰 越 利 益 剰 余 金 2,801

自 己 株 式 △8

評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,668

その他有価証券評価差額金 2,668

純 資 産 合 計 7,630

資 産 合 計 18,264 負 債 ・ 純 資 産 合 計 18,264

 （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

科 目 金 額

百万円 百万円

売 上 高 28,066

売 上 原 価 25,797

売 上 総 利 益 2,268

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,936

営 業 利 益 331

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 149

そ の 他 84 234

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5

そ の 他 77 83

経 常 利 益 483

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 8

補 助 金 収 入 102

そ の 他 8 119

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 55

災 害 に よ る 損 失 30 86

税 引 前 当 期 純 利 益 516

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 177

法 人 税 等 調 整 額 68 245

当 期 純 利 益 271

 （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成26年4月1日　残高 1,080 117 117 171 800 2,594 3,565 △7 4,756

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

－ － －

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

1,080 117 117 171 800 2,594 3,565 △7 4,756

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △64 △64 △64

当 期 純 利 益 271 271 271

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の事業年度
中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

事業年度中の変動額合計 － － － － － 206 206 △0 205

平成27年3月31日　残高 1,080 117 117 171 800 2,801 3,772 △8 4,962

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成26年4月1日　残高 2,320 2,320 7,077

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

－

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

2,320 2,320 7,077

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △64

当 期 純 利 益 271

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の事業年度
中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

347 347 347

事業年度中の変動額合計 347 347 553

平成27年3月31日　残高 2,668 2,668 7,630

 （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
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個別注記表

【重要な会計方針に係る事項】

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　　　　　　　　　　　 移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品及び製品・仕掛品・

原材料

先入先出法に基づく原価法 (貸借対照表価額は収益

性の低下による簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法に基づく原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

　定率法を採用しております。

　但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を

採用しております。

(2)無形固定資産

　定額法を採用しております。

　但し、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（5年）に基づ

く定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備え、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

　従業員の賞与支給に備え、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

(3)役員賞与引当金

　役員の賞与支給に備え、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

(4)製品保証引当金

　製品販売後の無償サービス費用の支出に備え、補修費の実績率等に基づいて算出した当事

業年度の負担額及び特定の製品に対する個別に算出した当事業年度の発生見込額を計上し

ております。

－ 26 －



(5)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（15年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。

(6)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

 ４．ヘッジ会計の方法

 ①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たしてい

る場合には振当処理を採用しております。

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　為替予約

ヘッジ対象　　外貨建売上債権

 ③ヘッジ方針

　外貨建取引に係る為替変動リスクを回避する目的で、外貨建売上債権について為替予約取引

を行っております。

 ④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計額を比較し、両者の変動額を基礎にして評価しております。

 ５．退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の

方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

 ６．消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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【会計方針の変更に関する注記】

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第25号　平成27年３月26日。）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の

計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変

更、並びに割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残

存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見

込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　これに伴う当事業年度の期首の繰越利益剰余金及び当事業年度の営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益への影響はありません。

　また、１株当たり情報に与える影響もありません。

【貸借対照表に関する注記】

 １．有形固定資産の減価償却累計額 14,642百万円

 ２．保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

サワフジ エレクトリックタイランドCO.,LTD. 367百万円

 ３．関係会社に対する金銭債権債務

 短期金銭債権 3,610百万円

 短期金銭債務 148百万円

 ４．有形固定資産の国庫補助金による圧縮記帳額  57百万円

【損益計算書に関する注記】

 １．関係会社との取引高

営業取引高 11,453百万円

  営業以外の取引高 542百万円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 29,592株 1,408株 －株 31,000株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
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【税効果会計に関する注記】

 (1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 繰延税金資産（流動） 百万円

 賞与引当金繰入限度超過額 121

 その他 185

 合計 306

 繰延税金資産（固定）

 退職給付引当金超過額 744

 役員退職慰労引当金繰入額 44

 資産除去債務 41

 その他 38

 小計 869

 評価性引当額 △97

 合計 771

 繰延税金資産合計 1,077

 繰延税金負債（固定）

 その他有価証券評価差額金 △1,259

 繰延税金負債合計 △1,259

 繰延税金負債の純額 △181

 (2)法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改

正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当事業年

度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消されるものに

限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.37%から、回収又は支払が見込まれる期間

が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは32.82%、平成28年４月１日以降のもの

については32.06%にそれぞれ変更されております。

　その結果、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が30百万円、当事業

年度に計上された法人税等調整額が99百万円それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が

129百万円増加しております。
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【関連当事者との取引に関する注記】

(1) 親会社及び法人主要株主等

属 性 会社等の名称
資 本 金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の関係

その他
の関係
会社

日野自動車(株) 72,717

ディーゼル
自動車他、
各種車輌の
製造、販売
及 び 修 理

被所有
直接 30%

兼任3名

当社で製造
している自
動車用電装
品を同社に
納入してい
る。

製品の販売 6,873 売掛金 1,633

施設の賃貸
他

292
その他の
流動資産

194

（注)１．取引条件については、市場価格等を勘案し、毎期交渉の上決定しております。

     ２．取引金額には消費税等を含まず、残高には消費税等を含んでおります。
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(2) 子会社等

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の関係

子会社
(株)エス・
エス・デー

11
情報処理関
連事業

所有
直接 100%

兼任1名
当社の電算
機の運用管
理

電算機の
運用等

49 未払金 3

出向者の
人件費並
びに土地
建物賃借
料の立替

197
その他の
流動資産

16

子会社
(株)エス・
テー・エス

11 運送事業
所有

直接 100%
該当なし

当社の製品
の運送

製品等の
運送

121
未払金
支払手形

13
17

出向者の
人件費並
びに土地
建物賃借
料の立替

11
その他の
流動資産

1

子会社

エンゲル・
ディストリ
ビューショ
ンPty.Ltd.

43 冷蔵庫事業
所有

直接 100%
兼任1名

当社の製品
の販売

製品の販
売

2,796 売掛金 1,373

出向者の
人件費等
の立替

12
その他の
流動資産

2

販売修理
費の業務
委託高等

26 未払金 12

子会社
マ ー コ ン
サ ワ フ ジ
Ltd.

290 発電機事業
所有

直接 59%
該当なし

当社開発の
発電機用発
電 体 の 製
造・販売

清算配当
金

183 － －

子会社

サワフジ 
エレクトリ
ックタイラ
ンド
CO.,LTD.

370
電装品・発
電機事業

所有
直接 74%

兼任1名

当社開発の
電装品、発
電機用発電
体の製造・
販売

製品の販

売
737 売掛金 389

出向者の

人件費等

の立替

2
その他の
流動資産

0

製品の購

入
611 買掛金 100

（注)１．取引条件については、市場価格等を勘案し、毎期交渉の上決定しております。

     ２．国内子会社との取引金額には消費税等を含まず、残高には消費税等を含んでおります。

     ３．マーコン サワフジLtd.は平成26年７月に、清算手続きを完了しております。

【１株当たり情報に関する注記】

(1) １株当たり純資産額 353円60銭

(2) １株当たり当期純利益 12円56銭

【重要な後発事象に関する注記】

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年５月15日

澤藤電機株式会社

取締役会　御中

あらた監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 加 藤 達 也 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 大 橋 佳 之 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、澤藤電機株式会社の
平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書
類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき
監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、澤藤電機株式会社及び連結子会社か
らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

　以　　上

－ 32 －



計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年５月15日

澤藤電機株式会社

取締役会　御中
あらた監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 加 藤 達 也 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 大 橋 佳 之 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、澤藤電機株式
会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第119期事業年度の計
算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

　以　　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、澤藤電機株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31

日までの第119期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成し

た監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報

告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その

他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

　また、内部統制システム（会社法第362条第４項第６号並びに会社法施行

規則第100条第１項及び第３項に定める体制）の整備に関する取締役会決議

の内容及び当該決議に基づき構築及び運用されている体制の状況を監視及

び検証いたしました。

　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の

交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書

について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた

めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を適切に整備してい

る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び

に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人あらた監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人あらた監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

平成27年５月19日

澤藤電機株式会社　監査役会

常勤監査役 藤 尾 　 清 

社外監査役 梶 川 　 宏 

社外監査役 安　達　美智雄 

社外監査役 久米原　宏　之 

監 査 役 登 坂 孝 之 

以　上

－ 35 －



株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、経営環境及び長期事業計画に留意し、企業体質強化のための内部留

保に配慮しつつ、安定的かつ継続的な配当の実施を基本方針としております。

　当期の期末配当金につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の事業展

開等を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

　金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金３円

　配当総額　64,737,000円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成27年６月26日

第２号議案　取締役14名選任の件

　取締役全員（10名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、経営体制の強化を図るとともに、コーポレートガバナンスの一

層の充実を図るため、社外取締役４名を含む取締役14名の選任をお願いいたし

たいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
生 年 月 日

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

１

※
よし

吉
かわ

川
あき

昭
ひこ

彦

昭和30年10月24日生

昭和53年３月　日野自動車工業株式会社

（現日野自動車株式会社）入社

平成12年４月　同社日野工場機械部長

平成14年６月　同社日野工場組立部長

平成17年６月　同社日野工場副工場長

平成18年５月　同社新田工場長代理兼新田工場工務

部長

平成19年６月　同社執行役員兼新田工場長

平成22年６月　日野モータース マニュファクチャリ

ング タイランド株式会社取締役社長

平成25年４月　日野自動車株式会社常務役員

平成25年６月　同社専務取締役

平成26年４月　同社取締役・専務役員

平成26年６月　同社専務役員

平成27年４月　当社顧問

現在にいたる

10,000株
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候補者
番　号

氏 名
生 年 月 日

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

２

※
うち

内
の

野
なお

直
あき

明

昭和32年６月15日生

昭和55年３月  日野自動車工業株式会社

 （現日野自動車株式会社）入社

平成15年２月　同社パワートレーンＲ＆Ｄ部電子制

御・噴射系設計室長

平成16年２月　同社電子技術Ｒ＆Ｄ部長

平成18年６月　同社電子設計部長

平成22年６月　同社執行役員

平成24年４月　同社常務役員

平成27年４月　当社顧問

現在にいたる

10,000株

３
お

小
はら

原
けん

賢
じ

二

昭和28年７月23日生

昭和52年４月　日野自動車工業株式会社

　　　　　　　（現日野自動車株式会社）入社

平成16年２月　同社調達部長兼調達部第三調達室長

平成17年６月　同社東南アジア地区担当部長

平成19年10月　日野モータース マニュファクチャリ

ング インドネシア株式会社取締役社長

平成23年４月　当社顧問

平成23年６月　当社常務取締役

現在にいたる
［現在の担当］
営業・調達機能担当

13,000株

４
せ

瀬
 

　
お

尾
 

　
しん

信
いち

一
ろう

郎

昭和27年10月13日生

昭和53年１月　当社入社

平成11年４月　当社第一事業本部営業部長

平成15年６月　当社取締役

平成20年６月　当社常務取締役

現在にいたる
［現在の担当］
ＣＳＲ・生産機能担当、工場長、経営企画部・国内

営業室・国内部品・サービス室担当

26,000株

５
た

田
なか

中
こう

幸
じ

二

昭和28年９月20日生

昭和53年４月　日本電装株式会社

　　　　　　　（現株式会社デンソー）入社

平成13年１月　同社電機技術２部第２設計室長

平成23年１月　同社EHV機器開発部第２開発室

担当部長

平成24年１月　同社EHV機器技術３部第２技術室

担当部長

平成24年６月　当社顧問

当社常務取締役

現在にいたる
［現在の担当］
開発管理部・先行開発部・電装開発部・冷蔵庫

開発部担当

12,000株
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候補者
番　号

氏 名
生 年 月 日

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

６
なか

中
がわ

川
ゆき

幸
ひろ

宏

昭和27年１月29日生

昭和49年４月　当社入社

平成11年10月　当社第二事業本部開発部長

平成16年３月　当社事業本部研究部長

平成17年４月　当社事業本部生産管理部長兼生産本部

生産技術部長

平成17年10月　当社生産技術部長

平成18年６月　当社取締役

平成20年６月　当社常務取締役

現在にいたる
［現在の担当］
品質・生産技術機能担当、ＴＱＭ推進部・発電機

開発部担当

21,000株

７

※
た

田
じま

島
とも

智
ひと

仁

昭和32年10月18日生

昭和57年４月　当社入社

平成14年４月　当社第一事業本部開発部長

平成20年６月　当社参与 購買部長

平成22年６月　当社取締役

平成24年１月　サワフジ エレクトリック タイランド

CO.,LTD.代表取締役社長

平成27年４月　当社顧問

現在にいたる

12,000株

８
すず

鈴
き

木
とし

敏
や

也

昭和32年１月４日生

昭和55年４月　トヨタ自動車工業株式会社

（現トヨタ自動車株式会社）入社

平成17年１月　日野自動車株式会社総合企画部長

平成21年６月　同社執行役員

平成24年４月　同社常務役員

平成25年６月　同社専務取締役

平成26年４月　同社取締役・専務役員

平成26年６月　同社専務役員

当社取締役

現在にいたる

［重要な兼職の状況］
日野自動車株式会社　専務役員

0株

９

※
い

伊
はら

原
よし

美
き

樹

昭和33年３月25日生

昭和55年３月　日野自動車工業株式会社

（現日野自動車株式会社）入社

平成15年２月　同社パワートレーンＲ＆Ｄ部

大型エンジン設計室長

平成21年２月　同社エンジン設計部副部長

平成22年２月　同社エンジン設計部長

平成24年２月　同社パワートレーン営業部長

平成25年４月　同社常務役員

現在にいたる

［重要な兼職の状況］
日野自動車株式会社　常務役員

0株
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候補者
番　号

氏 名
生 年 月 日

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

10

※
く

久
め

米
はら

原
 

　
ひろ

宏
 

　
ゆき

之

昭和19年１月24日生

昭和59年２月　工学博士（現国立大学法人東京工業大

学）

平成15年５月　群馬大学（現国立大学法人群馬大学）

工学部機械システム工学科教授

平成19年４月　国立大学法人群馬大学大学院工学研究

科生産システム工学専攻教授・専攻長

平成21年４月　一般財団法人地域産学官連携ものづく

り研究機構常務理事

平成23年６月　当社監査役

現在にいたる

平成24年４月　国立大学法人群馬大学名誉教授

平成26年５月　一般財団法人地域産学官連携ものづく

り研究機構リサーチフェロー

現在にいたる

0株

11

※
あら

荒
た

田
けん

鎌
きち

吉

昭和20年８月16日生

昭和45年３月　国産機械株式会社入社

昭和57年12月　同社取締役

昭和60年３月　同社取締役社長

平成26年３月　同社取締役会長

現在にいたる

0株

12
わた

渡　
べ

部
 

　
なお

尚
ゆ

由
き

紀

昭和31年５月５日生

昭和55年４月　当社入社

平成18年10月　当社事業本部ＯＥＭ業務部長

平成19年２月　当社電装品事業統括兼国内営業部長

平成19年６月　当社事業企画部長

平成20年２月　当社新規事業統括兼商品開発部長

平成20年６月　当社取締役

現在にいたる

［現在の担当］

総務人事部担当、総務人事部長

13,000株

13
そ

曽
ね

根
 

　
たけし

健

昭和32年12月21日生

昭和55年４月　当社入社

平成17年４月　当社事業本部実験部長

平成22年６月　当社参与 電装開発部長兼電装品事業

              統括

平成24年６月　当社参与 電装開発部長兼先行開発

部長

平成25年６月　当社取締役

現在にいたる

［現在の担当］

先行開発部・電装開発部・冷蔵庫開発部担当、先行

開発部長

7,000株
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候補者
番　号

氏 名
生 年 月 日

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

14

※
く

久
の

野
よう

陽
じ

二

昭和37年11月30日生

昭和60年４月　日野自動車工業株式会社

（現日野自動車株式会社）入社

平成15年２月　同社経理部経営情報企画グループ長

平成15年６月　同社経理部経理室財務計算グループ長

平成18年２月　日野モータース マニュファクチャリ

ング タイランド株式会社出向

平成22年２月　日野自動車株式会社経理部関連事業室

主査

平成23年２月　同社監査室長

平成25年２月　当社参与

平成25年６月　当社参与 経理部長

現在にいたる

6,000株

（注）１．※印は新任候補者を示します。

２．鈴木 敏也氏は、日野自動車株式会社の専務役員であり、伊原 美樹氏は同社の常務役

員であります。同社は当社の持株比率30.28％の株式を保有する株主であり、当社は同

社との間に製品販売等の取引関係があります。

３．その他の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

４．鈴木 敏也氏、伊原 美樹氏、久米原 宏之氏及び荒田 鎌吉氏は、社外取締役候補者で

あります。

５．(1)鈴木 敏也氏を社外取締役候補者とした理由は、日野自動車株式会社の専務役員と

しての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくためであります。

(2)伊原 美樹氏を社外取締役候補者とした理由は、日野自動車株式会社の常務役員と

しての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくためであります。

(3)久米原 宏之氏を社外取締役候補者とした理由は、当社社外監査役在任期間中にお

いて、工学博士、大学教授としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、その職責を十

分に果たしていただいており、また、同氏は監査を通じて当社の業務内容に精通して

いることから、今後はその豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただく

ため社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は、社外取締役

又は社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありません

が、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断

しております。

(4)荒田 鎌吉氏を社外取締役候補者とした理由は、永年に亘る国産機械株式会社の最

高経営責任者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくた

めであります。

６．鈴木 敏也氏は、現在社外取締役でありますが、在任期間は本株主総会の終結の時をも

って１年となります。また、久米原 宏之氏は、現在社外監査役でありますが、在任期

間は本株主総会の終結の時をもって４年となります。

７．鈴木 敏也氏及び伊原 美樹氏は、前記略歴のとおり、現在及び過去５年間において、

当社の特定関係事業者である日野自動車株式会社の業務執行者であります。

８．鈴木 敏也氏及び伊原 美樹氏は、当社の特定関係事業者である日野自動車株式会社よ

り報酬等を受ける予定があり、過去２年間にも受けております。
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９．鈴木 敏也氏は、当社との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結

しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額であり

ます。また、本議案をご承認いただいた場合には、当社は同氏との当該契約を継続す

る予定であり、伊原 美樹氏、久米原 宏之氏、荒田 鎌吉氏との間においても当該契約

を締結する予定であります。

10．当社は、久米原 宏之氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており

ます。同氏が選任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員として届け出る予定

であります。また、荒田 鎌吉氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を

満たしており、同氏が選任された場合は、独立役員として届け出る予定であります。

第３号議案　監査役４名選任の件

　監査役全員(５名)は、本総会終結の時を持って任期満了となります。つきまし

ては、監査役を１名減員し、監査役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番　号

氏 名

生 年 月 日

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位

（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当

社の株式数

１

※
やま

山
たに

谷
みつ

光
まさ

正

昭和27年６月７日生

昭和50年４月　日野自動車工業株式会社

（現日野自動車株式会社）入社

平成12年５月　同社日野工場工務部工場管理室長

平成15年２月　同社日野工場工務部長兼日野工場

工務部工場管理室長

平成17年６月　同社開発管理部長

平成19年６月　同社参与 開発管理部長

平成20年６月　同社参与 商品企画部長

平成22年５月　当社顧問

平成22年６月　当社専務取締役

現在にいたる

[現在の担当]

管理・開発・生管機能担当

17,000株

２
かじ

梶
かわ

川
 

　
ひろし

宏

昭和29年10月17日生

昭和52年４月　トヨタ自動車工業株式会社

（現トヨタ自動車株式会社）入社

平成16年１月　同社財務部長

平成21年６月　ダイハツ工業株式会社執行役員

平成24年４月　日野自動車株式会社常務役員

平成24年６月　当社監査役

現在にいたる

平成25年６月　日野自動車株式会社専務取締役

平成26年４月　同社取締役・専務役員

現在にいたる

[重要な兼職の状況]

日野自動車株式会社 取締役・専務役員

0株
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候補者
番　号

氏 名
生 年 月 日

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

３

※
しの

篠
はら

原
ゆき

幸
ひろ

弘

昭和35年３月９日生

昭和57年４月　日本電装株式会社

（現株式会社デンソー）入社

平成20年６月　同社ディーゼル噴射技術１部長

平成22年１月　同社ディーゼル噴射事業部長

平成23年１月　同社ディーゼル噴射事業部事業部長

平成23年６月　同社常務役員

現在にいたる

[重要な兼職の状況]

株式会社デンソー 常務役員

0株

４
と

登
さか

坂
たか

孝
ゆき

之

昭和21年10月１日生

昭和44年４月　当社入社

平成４年４月　当社総務部長兼人事部部付部長

平成15年６月　当社参与 総務部長

平成20年６月　当社常勤監査役

平成22年６月　当社監査役

現在にいたる

27,000株

（注）１．※印は新任候補者を示します。

２．梶川 宏氏は、日野自動車株式会社の取締役・専務役員であり、同社は当社の発行済株

式の総数の30.28％を有する株主であり、当社は同社との間に製品販売等の取引関係が

あります。

３．篠原 幸弘氏は、株式会社デンソーの常務役員であり、同社は当社の発行済株式の総数

の9.27％を有する株主であり、当社は同社との間に製品販売等の取引関係があります。

４．その他の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

５．梶川 宏氏及び篠原 幸弘氏は、社外監査役候補者であります。

６．梶川 宏氏及び篠原 幸弘氏を社外監査役候補者とした理由は、豊富な経験と幅広い見

識に基づき、当社の経営全般を監査・監視いただくことで、当社の経営体制をさらに

強化できると判断したためであります。

７．梶川 宏氏は、現在社外監査役でありますが、在任期間は本総会の終結の時をもって３

年となります。

８．梶川 宏氏は、前記略歴のとおり、現在及び過去５年間において当社の特定関係事業者

である日野自動車株式会社の業務執行者であり、また、篠原 幸弘氏は、前記略歴のと

おり、現在及び過去5年間において当社の特定関係事業者である株式会社デンソーの業

務執行者であります。

９．梶川 宏氏は、当社の特定関係事業者である日野自動車株式会社より報酬等を受ける予

定があり、過去2年間にも受けております。また、篠原 幸弘氏は、当社の特定関係事

業者である株式会社デンソーより報酬等を受ける予定があり、過去2年間にも受けてお

ります。

10．梶川 宏氏は、当社との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結し

ており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額でありま

す。また、本議案をご承認いただいた場合には、当社は同氏との当該契約を継続する

予定であり、篠原 幸弘氏との間においても当該契約を締結する予定であります。
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第４号議案　退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任されます上田英樹氏、

遠藤 真氏ならびに任期満了により監査役を退任されます藤尾 清氏、安達 美智

雄氏に対し、それぞれ在任中の功労に報いるため、当社の定める一定の基準に従

い相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈することといたしたく存じます。

　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は退任取締役については取締役

会に、退任監査役については監査役の協議にそれぞれご一任願いたいと存じま

す。

　退任取締役及び退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

上 田 英 樹
平成23年６月　当社代表取締役社長

現在にいたる

遠 藤 　 真
平成24年６月　当社社外取締役

現在にいたる

藤 尾 　 清
平成22年６月　当社常勤監査役

現在にいたる

安 　 達 　 美 智 雄
平成25年６月　当社社外監査役

現在にいたる

第５号議案　役員賞与支給の件

　当事業年度末時点の取締役８名及び監査役４名に対し、当事業年度の業績及び

従来の支給額等を勘案して、役員賞与を総額20,844,000円（取締役分18,764,000

円、監査役分2,080,000円）を支給することといたしたく存じます。

　各取締役及び各監査役に対する金額は、取締役分につきましては取締役会に、

監査役分につきましては監査役の協議にご一任いただきたいと存じます。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会　　　場　群馬県太田市新田早川町３番地

ＴＥＬ　0276(56)7111

17

17

17

伊勢崎IC（IC出て左折、深谷方面）

北関東自動車道

三和

澤藤電機

太田藪塚IC（IC出て右折）

新田大根町

サワフジ看板

境町駅

利根川 世良田

上武大橋

東武伊勢崎線

新上武大橋

上武道路

深谷バイパス 深谷市蓮沼

上増田
東方

大寄深谷警察署
入口

深谷駅

JR高崎線

至
太
田

至
熊
谷

澤藤電機澤藤電機 日野
自動車

日野自動車
新田工場

サワフジ看板

上
武
道
路(R17)

三ツ木

世良田駅

東武伊勢崎線

上武道路(R17)

至
高
崎

＜交通のご案内＞

●東武伊勢崎線境町駅より、タクシーにて約10分

●ＪＲ高崎線深谷駅より、タクシーにて約30分

●お車でご来場の場合、株主総会会場に駐車場をご用意してあります。

（ご注意）

東武伊勢崎線境町駅には、急行・準急は停まりませんので、各駅停車をご利用

ください。


